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はじめに
これまでに筆者は， 19世紀において統一的な国民市場を形成し，商品の
流通路を確保したドイツ関税同盟(DeutscherZollverein) 0834年)の成立
過程を，この同盟の成立にあたって主導権を握ったプロイセンの動きを中
心に研究し， ドイツ関税同盟がドイツの工業化の前提条件のひとつとして
重要であることを確認した。
次いで研究対象を，工業化を進めていく上で経済活動の基盤となるべき
社会的間接資本である鉄道の領域に向け， ドイツに鉄道は不要であるとい
う鉄道に対する種々の偏見を克服する過程を考察することを通じて，科学
的知識に対するドイツの各社会階層の，とくに国家の支配者層の認識度の
一端を明らかにしようとした。さらに， 1830年代後半から1840年代前半に
かけて本格化する鉄道建設に対して国家(各領邦のちには帝国)による金
融的・財政的援助や立法措置がどのように実施されたのかを具体的に検討
した上で，国家が鉄道の固有化を推し進めた理由について若干の考察をな
した。
これらドイツの工業化の過程における鉄道業成立の状況を踏えた上で，
筆者はその後の1840ー 1879年にかけてドイツの工業化に果した鉄道業の役
割をさらに理解しようと努めるものである。
とくに本稿では，それが実際に当時どのくらいの経済効果をもち合わせ
ていたのかを明らかにすることを通じて，鉄道部門をドイツの工業化の先
導部門として把えたし、。
それについてはフレムトリンク (FremdlingR.)の数量史的手法を駆使し
(1) 拙稿「ドイツ関税同盟への道のり， -Kiesewetterの業績にもとづいて-j，
安芸論叢，第4号， 1992年。
(2) 拙稿 19世紀初頭におけるドイツの鉄道建設の諸問題，一科学的知識に対する
ドイツの社会階層の認識度についてーj，安芸論叢，第5号， 193年。
(3) 拙稿「ドイツにおける鉄道建設への国家の援助，一19世紀初頭の鉄道建設のプ
ロセスについて一j，安芸論叢，第6号， 1994年。
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た先行研究があり，本稿ではこれに主として依拠して考察を進める。その
際フレムトリンクは，ハーシュマンの不均衡成長論を分析の理論的基盤と
して用いている。そのためまず本稿では第I章で工業化における経済発展
の理論的枠組みの基本について説明する。次いで第E章以降で工業化過程
における鉄道部門の経済効果を具体的なデータによりあとづけて考察して
ゆく。
1.理論的枠組み
1. 外部経済の概念
この節では，外部経済を重視するフレムトリンクに従って(t)外部経済と
は何かをまず明らかにしたい。
シトフスキー (Scitovsky，T.)は， rある生産者の利益が他の生産者の行
動によって影響を及ぼされる時にはいつでも外部経済が発生する」として
いる。
また野口f広紀雄氏によれば， r経済的な利益や不利益が，市場での取引
を経由せずに直接に経済主体間でやりとりされる」ことを外部効果といい，
その中で「経済的な利益が市場における財やサービスの購入によらずにも
たらされることがある。……このような場合，利益の受け手から見て外部
経済があるといわれる」。
これらのことから，外部経済とは一般的に次のように規定しうる。ある
経済主体が市場での取引を経由せずに，直接第三者の効用や費用に影響を
(4) Fremdling， R.， Eisenbahnen仰 ddi卸おchesWirおc加7ft問。chstum1840-1870， 
Do抗mund，2 Aufl， 1985.この中でフレムトリンクは「計量分析によって，鉄道を
産業革命の主導部門として位置づけ」ている。山田徹雄， rドイツ資本主義と鉄
道史研究J，鉄道史学第8号， 1990年。
(1) Ebenda， S.6ff. 
(2) Scitovsky， T.， Two Concepts of Extema1 Economies， The ]ournal 01 Political 
Ec，開 omy，Vo1. 62， No. 2.， Chicago， 1954， pp. 143-151. 
(3) 野口悠紀雄，公共経済学，日本評論社， 1982年， 149ペー ジ以下。
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及ぼすことを外部効果といい，それが外部効果の受領者に便益をもたらす
場合を外部経済といい，損害を与える場合は外部不経済と呼ばれる。
この外部経済は，さらに次の2つの形態に区別される。すなわち“技術
的外部経済"と“金銭的外部経済"とである。これら 2つについて若干の
説明をすれば，
i)技術的外部経済
技術的外部経済とは， iある個人あるいは企業の行動が，市場価格を通
さずに，他の個人あるいは企業の投入物の限界生産力や消費財の限界効用
を直接減少または増加させる効果」のことをし、ぅ。すなわち各経済主体の
選好または技術が，市場取引を経由することなしに，自己および他の経済
主体の活動に影響を及ぼすことである。
技術的外部経済は，ピグー (Pigou，A. C)によって唱えられ，一般に外
部経済と言えばこの技術的外部経済のことを指す。
:ii)金銭的外部経済
金銭的外部経済とは， i個々の企業にとっての環境の変化が，市場で取
引される投入財と産出財の市場価格を変化させる形で，個々の原価または
脹売価格に影響を与える」ことである。すなわちある経済主体の行動が，
需給関係の変化を通じて財価格を変動させ，それが市場を経由して他の経
済主体の活動変数に影響を及ぼすことをし、う。
経済学的にみれば，私的限界費用と社会的限界費用との聞に言語離が生ず
る技術的外部経済が問題となりうるであろうが，ここでは金銭的外部経
済の方がより重要である。その理由は，次節で述べられるごとく，均衡成
長論も不均衡成長論の双方ともが金銭的外部経済を重視しているからであ
る。
(4) 柴田弘文，柴田愛子，公共経済学，東洋経済新報社， 1988年， 54ペー ジ。
(5) 向上書， 54ペー ジ。
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2. 外部経済と経済発展
第2節では，外部経済と経済発展との関わり合いについて検討する。
経済発展に関して次の2つの代表的な見解が存在する。すなわち均衡成
長論と不均衡成長論とである。
i)均衡成長論
均衡成長論とは，各産業を同時・並行的に設立し，互いの産業の需要者
になることによって均衡した成長を図ろうとする見解である。この考えを
唱えたのは，ヌルクセ (Nurkse，R)であった。
ヌノレクセは，低開発園における経済発展の主たる障害は資本形成の不足
であると把え，それは投資の有効需要の不足に起因するものであると把え
た。そこでヌルクセは，投資の有効需要を拡大するために，消費者の選択
(8) 
と符合するように全産業の比例的拡大が必要であると主張した。
均衡成長論の必要性は需要面からの理由による。すなわち低開発国にお
いては，その所得水準の低さのために，貧弱な購買力によって生産物の販
路が著しくせばめられる。この市場の狭陸性を克服するには，所得効果を
通じた相互の需要による生産物の版路が確保されねばならなし、。すなわち
相互に市場を提供し，相互に支持し合う意味で補完的であると言える。
均衡成長論は，多数の企業が同時に設立されることによって，各企業は
外部経済を生み出し，それが相互に内部化されるため，企業コストが引き
下げられ，その結果投資が行われやすくなると考える。それゆえに均衡成
長論は，外部経済の効果を活用しようとするものである。
立)不均衡成長論
(6) 均衡成長論と不均衡成長論については，鳥居泰彦，経済発展理論，東洋経済新
報社， 1979年。藤井茂，貿易政策，千倉書房， 1977年。西川潤，経済発展の
理論，第二版，日本評論社， 1979年。およびヨトポロス， P.A.，ヌジェント， ]. 
B.，鳥居泰彦訳，経済発展論一実証研究一，慶応通信， 1984年を参照。
(打川7η) Nur此'ks関e，R.，Pr刀吋bZ伝'em附soザf伐Pμi，海w由ωuF切?初糊?匁加tωu帥白.仰t勿n[肋h励Tnd，必en伽 lel，坤ψedG仰匁tかr加:，Ox必fo釘rd，
1953，土屋六郎訳，後進諸国の資本形成，巌松堂書庖， 1955年，第1章参照。
(8) 向上書， 18ペー ジ。
(9) 向上書， 17ペー ジ。
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不均衡成長論とは，特定の中心的な産業が成長することによって他の産
業の成長が誘発されるとL寸見解である。この理論は，均衡成長論を批判
する形で、ハーシュマン (Hirschman，A. 0.)が唱えた。
ハーシュマンは，低開発国に欠けているのは資本形成の不足ではなくて
むしろ企業家の能力や組織能力であり，これらの不足した低開発国では問
時多発的成長は非現実的である，と主張した。彼はこれらの障害を克服す
るには，成長の中核となるべき特定産業を選定し，その産業に集中的に投
資を行うことによって他の産業の投資需要を喚起させるべきであるとした。
その際ノ、ーシュマンは，集中的な投資を行うにふさわしい産業として，
前方連関効果および後方連関効果が大きい産業を挙げている。
i)前方連関効果
前方連関効果とは，ハーシュマンの定義によれば， i最終需要の充足だ
けを本来の目的とする産業以外のあらゆる経済活動が，その産出物を別の
新しい経済活動の投入物として使用せんとする努力を誘発する」ことであ
る。換言すれば，ある 1つの産業が登場することによって，その産業の生
産物が他の諸産業の原料として供給され，そのことにより他の産業の登場
が可能になる効果のことをし寸。この意味で，前方連関効果のことを産出
物利用効果と呼ぶ。
ii.)後方連関効果
後方連関効果とは，これもハーシュマンの定義によれば， i第一次産業
以外のあらゆる経済活動が，自己の活動に必要な投入物を圏内生産によっ
て供給しようとする努力を誘発すること」である。すなわち，ある 1つの
産業の登場が，他の諸産業に対する原料需要を誘発し，そのことが原料供
(1的 均衡成長論に対するハーシュマンの批判については， Hirschman， A.O.， The 
Strategy 01 Ec仰 omicDeve坤ment，Ya1e Univer由yPress， 1958，麻田四郎訳，経済
発展の戦略，巌松堂書庖， 1961年，第3章参照。
(1) 向上書， 93ペー ジ。
(12) 向上書， 174ペー ジ。
(刈向上書， 174ペー ジ。
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給産業の登場を可能ならしめる効果のことである。この意味で，後方連関
効果のことを投入物供給効果と呼ぶ。
ハーシュマンは，産業の登場は他の産業の生産活動を直接間接に誘発す
る性質があることを強調し 1つの産業の登場が他の産業の登場を誘発す
る効果色前方および後方連関効果を使って説明しようとした。この誘発
効果によって開発途上国において新規の企業の設立が可能となる。この効
果こそまさしくハーシユマンが指摘した“誘発機構"である。)
ノ、ーシュマンによれば， i前方連関効果は後方連関効果に付随する」も
のであるから，独立した誘発機構としては後方連関効果が重要である。後
方連関度の高い工業は最終財製造工業であるので，ハーシュマンが不均衡
成長論の主導部門として選ぶのは，最終財製造工業である。
ノ、ーシュマンは，経済発展の過程を不均整発展の連語主して把握し，次
のように説明する。
iA産業の拡張が， Aには外部経済だがBによって享受される利益を生
み出し，その結果， B産業が拡張し，次に， Bの拡張が， Bには外部経済
だがAには結果的に内部経済であるような利益を生みだす(あるいはCに
とっても同じ)……すなわち， c発展過程の〕各段階で，各産業は，前の
拡張によってっくり出された外部経済を享受すると同時に新しい外部経済
をつくり出して，他の経済担当者の利用に供するので、ある。コ{1?
ここで、ソノハ、一シユマンは，発展過程を，ある不均衡が生じそれが次の不均
衡を生み出すという一種のシーソー・ゲーム的な発展の連鎖であると理解
している。
(14) 同上書.45ページ。ハーシュマンはこの用語の他に，結束要因 (binding
agent)，調歩装置(pacingdevices)などの用語を使用しているが，発展をひき起こ
す過程という意味では同じことを示している。向上書.10-11ペー ジ。
(15) 向上書.202ペー ジ。
(16) 向上書.184ペー ジ。
(17) 同上書.110ペー ジ。
(刈向上書.117ペー ジ。
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この発展連鎖では，新しい事業はしばしは官官の事業が生み出した外部経
済を享受し，同時にまた後続事業が享受する外部経済を生み出す。それゆ
えこの発展連鎖をひき起こす契機のひとつとして「外部経済」が把えられ
る。このように不均衡成長論においても外部経済の利益が作用している。
均衡成長論も不均衡成長論とも双方が，外部経済とりわけ金銭的外部経
済の利益を十分に活用しており，外部経済は経済発展の際に重要な役割を
担っている。
プレムトリンクは，後発国のひとつであるドイツでは，低開発国を対象
としたハーシュマンの不均衡成長論にもとづく経済発畏が妥当すると考え
た。とりわけ鉄道部門のもつ誘発機能を連関効果を用いて示そうとした。
それ故，前方・後方連関効果の誘発機能をとくに重視しており，したがっ
て第E章において鉄道部門の誘発機能を，プレムトリンクのデータをもと
に検証してゆく。
TI.鉄道部門の成長
第E章では， 1840-1879年にかけてのドイツの鉄道部門の成長を，具体
的な数量データにもとづきつつ明らかにしてゆく。
表I-1 1836-1850年のドイツ鉄道網の建設距離数
(単位 :km)
年 単線 複線 合計 1年平均
1836-38 45 45 15 
1839-41 630 630 210 
1842-44 908 150 1058 353 
1845-47 2018 375 2393 798 
1848-50 1365 225 1590 530 
小計 4966 750 5716 381 
出所;小笠原茂， rドイツにおける鉄道建設と重工業
の発展(1)J，立教経済学研究，第34巻3号(1980
年12月)， 255ペー ジ。
(1的同上書， 124ペー ジ。
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表11-2 ドイツ鉄道網の総延長距離(1845-1910年)
(単位:km) 
年 延長距離数 年 延長距離数
1845 2131 1880 33865 
50 5822* 85 37572 
5 7781 1890 41818 
1860 11026 95 45203 
65 13821 1900 49878 
1870 18560 05 54680 
75 27795 10 59031 
出所;Somb訂t，W.， Die deutsche Volkswirtsc，加iftim
匁eunzehntenJahrhuudert， 1912， S.493. 
*利用するデータによって数値が異なる。
まず初めに， ドイツの鉄道路線の発展についての概略を述べる。
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1835年にニユノレンベルク・フュールト聞にドイツ最初の鉄道路線が敷設
され，それ以降鉄道路線は急速に拡大した。 ドイツは大陸諸国の中で最も
鉄道建設に熱心であり， 1836-38年にはわずか45キロメートルだった鉄道
路線は， 1850年に5716キロメートルに達した。 1860年に1万キロを越え，
1880年には3万3865キロメートルに増大し， 1870年代までにドイツ全体を
覆う鉄道網の建設がほぼ完了した。
1. 貨物輸送と旅客輸送
鉄道部門の成長を輸送量の変化という観点から考察してみる。鉄道輸送
は，旅客輸送と貨物輸送の2分野から構成されている。
まず旅客部門の輸送量は，表11-3により1840-1850年の聞に12.6倍ほ
ど増大し， 1850-60年には2.2倍， 1860-70年には2.57倍， 1870-79年に
は1.38倍に上昇している。
次いで貨物部門の輸送量は，表11-4の通りであるが，輸送量の変化は，
ドイツ全体で1840-50年には101倍と急激に増大しており， 1850-60年に
5.53倍， 1860-70年に3.5倍， 1870-79年には2.08倍に増えている。
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表n-3 1840-1913年のドイツ鉄道の旅客輸送量(単位 :pkm)
年 旅客輸送量 年 旅客輸送量
1840 62.3 1880 6479 
1850 782.7 1890 11224 
1860 1732.9 1900 20062 
1870 4446.8 1910 35419 
1879 6147.5 1913 41210 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.17， u.19. 
表n-4 1840ー 1913年のドイツ鉄道の貨物輸送量 (単位:tkm) 
年 貨物輸送量 年 貨物輸送量
1840 3.2 1880 13039 
1850 302.7 1890 22237 
1860 1675.2 1900 34699 
1870 5875.9 1910 51815 
1879 12244.3 1913 61744 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.17， u.18. 
表n-5 ドイツ鉄道の旅客収入 (1840-1879年)(単位:百万マルク)
年 旅客収入 年 旅客収入
1840 2.71 1880 226.9 
1850 33.16 1890 245.9 
1860 75.29 1900 550.9 
1870 150.00 1910 835.0 
1879 225.87 1913 975.8 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.19， u.20. 
これら旅客・貨物輸送量の増大に伴う収入の推移は，表IT-5であるo
旅客収入は， 1840年に271万マルクであったが， 1850年に3320万マルク，60年
には7530万マルクへと増大し， 70年には 1億5000万マルク， 1879年に 2億
2590万マルクの収入を得ている。
ドイツ全体の旅客収入の増加率は， 1840-50年に12倍， 1850-60年に
2.26倍の伸び率を示し， 1860ー 70年 2倍， 1870ー 79年には1.5倍であった。
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表II-6 ドイツ鉄道の貨物収入 0840-1879年)(単位:百万マルク)
年 貨物収入 年 貨物収入
1840 0.55 1880 574.2 
1850 30.62 1890 858. 1 
1860 132.29 1900 1271. 2 
1870 327.39 1910 1903.1 
1879 564.38 1913 2213.2 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.18， u.20. 
貨物収入は1840年に55万マルクの収入であったのが， 1850年には3062万
マルクへと急増し， 60年には1龍3230万マルク， 70年に3億2740万マルク，
79年に 5億6440万マルクに及んだ。
ドイツ全体の貨物収入の増加率は，表ll-6によれば， 1840-50年に55
倍， 1850-60年に4.3倍の伸び率を示し， 1860-70年に2.48倍， 1870-79 
年に1.72倍であった。
1850年以降， ドイツ全体で，貨物収入が旅客収入を上廻っている。これ
は，鉄道網の整備がある程度進捗したことで，貨物輸送が本格化したとい
うことの表われであろう。
また収入総額は，着実に上昇している反面，伸び率は逓減している。こ
れは輸送費の低下に関連している。これは，大量輸送の進展にもかかわら
(l)すでにドイツは， 1850年代までに東西を横断する3つのルートと南北を縦断す
る3つのルートを有していた。
これはフリードリツヒ・リストが構想したドイツがもつべき鉄道網とほぼ一致
していた。リストが現実に建設された路線網を的確に予測しえたのは， ドイツ全
体の鉄道網の整備を念頭におきつつ， ドイツ諸地域・諸市場の統一・連関を強化
することを第一義的に考慮したからである。諸国賓，小笠原茂ほか， ドイツ経済
の歴史的空間，一関税同盟・ライヒ・ブントー，昭和堂， 1994年， 75ペー ジ。
鉄道網の具体的形成については，向上書， 83ページ以降参照。またフリードリ
ッヒ・リストの鉄道網の構想については，小笠原茂， 1フりードリッヒ・リスト
の『ザクセンの鉄道組織H 立教経済学研究，第36巻第3号 0983年)，同， 11840 
年代のリストの鉄道論と南ドイツにおける鉄道網の形成J，立教経済研究，第37
巻第3号 0984年)，および大谷津晴夫， 1フリードリッヒ・りストの鉄道政策，
(l)， (2)J，上智経済論集，第25巻第1，2号(1978年)参照。
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表I1-7 ドイツ鉄道の産出高の年平均成長率(1841-1913年)
(単位:パー セント)
年 貨物輸送 旅客輸送
1841-1849 65.5 31. 0 
1850-1859 21. 1 9.6 
1860-1869 14.3 8.2 
1870-1873 14.8 12.0 
1874-1879 4.2 1.3 
1880-1889 6.0 5.2 
1890-1899 4.3 6.3 
1900-1913 4.7 5.8 
出所;Fremdling， R.a. a. 0.， S.14. 
ず，鉄道による輸送費の低下により収入の伸び率が鈍化したものと考えら
れる。
フレムトリンクは，乗客・貨物部門の成長をもとにして鉄道部門の産出
高の年平均成長率を算出している。(表II-7)
ドイツの鉄道部門の産出物の年平均成長率は， 1841ー 1873年の聞に平均
30.4パーセントの成長率を達成したが，1874-1913年の間では平均4.8パー
セントに減少している。また旅客部門では同じ1841-1873年の時期に平均
15.3パーセントの成長率であったが， 1874ー 1913年に5.1パーセントに低
下している。
ドイツの鉄道部門(旅客・貨物部門)の年平均成長率を他の産業のそれ
但)
と比較すると，表II-8のごときである。
この表から， 1850ー 79年の鉄道部門の成長率なかんずく貨物部門の成長
率が，他の諸産業部門と比較して抜きん出て高いことが理解される。他方
で旅客部門の成長率は，他の諸産業部門のそれとほぼ同じ水準を保ってい
(2) 貨物の輸送費は，鉄道敷設以前の tkmあた!)40ペニヒから， 1844年に15.5べ
ニヒ， 50年に10.1ペニヒ， 60年に7.9ペニヒと逓減し， 1880年には4.4ペニヒと約10
分の1の水準まで低下している。 Fremdl泊g，a. a. 0.， S.18， u.57. 
なお輸送費の低下については，連関効果との関連で第E章で検討される。
(3) Ebenda， S.14. 
る。
2. 就業人口数
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表II-8 ドイツ鉄道部門の年平均
成長率の他産業との比較
0850-1879年)
産 業
年平均成長率
(パーセント)
石炭運搬 7.5 
粗鋼生産 8.4 
撚糸生産 7.3 
木綿製品生産 3.9 
鉄道
貨物部門 15.1 
旅客部門 7.4 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.21. 
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鉄道部門の成長を，就業人口に従事する人口数からみると， ドイツ全体
で鉄道経営に従事する人数は，表ll-9から1840年の1648人から1850年に
2万6084人へと急増している。その後1860年に 8万5608人， 70年に16万
1014人， 1879年に27万2831人へと大幅に増大している。
また表ll-10は，経済全体の就業者に占める鉄道部門(建設およひ濯営)
表II-9 ドイツにおける鉄道経営に従
事する労働者数(1840-1879
年単位:人)
年 労働者数
1840 1648 
1850 26084 
1860 85608 
1870 161014 
1879 272831 
出所;Fremdling， a.a. 0.， SS. 24-25. 
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表TI-10 経済全体の就業者数に占めるド
イツ鉄道部門(建設と経営)の
就業者の比率 0849-1879年)
年 経済全体に占める比率(%)
1849 0.7 
1855 1.1 
1861 1.2 
1867 2.1 
1871 2.4 
1875/79 3.3 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.23. 
に従事する就業者の比率である。 1849年にはO.7パーセントにすぎなかっ
たが， 1855年には1.1パーセント， 61年に2.1パーセントに増加し， 1875-79 
年には3.3パーセントまで拡大している。
3. 資本ストック
資本ストックは一国の生産能力を示すがその増分から，当該期間におけ
る資本減耗を差しヲ I~ 、た部分が資本ストックの純増加分であり，これが純
投資を形成し，生産能力の純増加につながる。この純投資から生み出され
るのが付加価値である。
そこで，旅客・貨物輸送，就業人口に加えて，資本ストック，純投資，
付加価値などのマクロ的指標を用いることによって鉄道部門の成長が示さ
れる。
表ll-l1は， ドイツ鉄道部門が有する，資本減耗を含めた資本ストック
を示している。 ドイツ全体で， 1840年に5880万マルクの資本ストックが存
在していたが， 1850年には8億9140万マルク， 1860年には21億5200万マル
ク， 1870年39億4470万マルクに増大し， 1879年には86億1020万マルクに達
しTこ。
(4) Ebenda， S.21. 
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表II-l1 ドイツ鉄道の資本ストック(1840ー
1879年単位:百万マルク)
年 資本ストック(資本減耗を含む)
1840 58.8 
1850 891. 4 
1860 2152.0 
1870 3944.7 
1879 8610.2 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.28. 
資本ストックの増加率は， 1840-50年に15.2倍の伸びを示し， 1850-60 
年に2.41倍， 1860-70年に1.83倍， 1870-79年2.18倍の増加率であった。
ドイツ経済全体の資本ストックに占めるドイツの鉄道部門の資本ストッ
クの比率it)表ll-12によれば， 1850年に2.8パーセント， 1855年に3.6パー
セント， 1860年に5.2パーセント， 1865年に6.0パーセントを占めており，
1870年には7.4パーセント， 75年に10.4パーセント， 79年11.8パーセント，
1885年に11.7パーセントに増大した。続く 1890年には10.8パーセント，
1895年に10.4パーセント， 1900年には若干低下して9.6パーセント， 1913 
年に8.8パーセントである。
表I-12 経済全体の資本ストックに占めるドイツ鉄道部門の資
本ストック(資本減耗を含む)の比率(1850-1913年)
(単位:パー セント)
年 他部門事 鉄道部門
1850 15.1 2.8 
1851 15.1 3.0 
1852 17.4 3.1 
1853 18.3 3.2 
1854 19.6 3.4 
1855 20.4 3.6 
1856 22.0 3.9 
1857 23.1 4.1 
(5) Ebenda， S.23. 
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1858 23.8 4.4 
1859 26.5 4.9 
1860 29.2 5.2 
1861 29.7 5.4 
1862 29.8 5.4 
1863 30.8 5.7 
1864 31. 2 5.8 
1865 32.6 6.0 
1866 34.5 6.3 
1867 36.4 6.5 
1868 37.9 6.8 
1869 39.2 7.0 
1870 39.7 7.4 
1871 38.8 7.5 
1872 42.8 8.3 
1873 45.3 9.0 
1874 47.6 9.5 
1875 52.8 10.4 
1876 56.2 10.9 
1877 58.7 11. 2 
1878 59.7 11. 3 
1879 62.4 11.8 
1880 62. 1 11. 8 
1881 61. 2 11.8 
1882 60.0 11. 9 
1883 58.8 11.9 
1884 56.5 11.9 
1885 54.9 11.7 
1886 52.8 11. 6 
1887 50.7 11. 4 
1888 48.9 11. 3 
1889 46.6 11. 1 
1890 44.7 10.8 
1891 44.1 10.8 
1892 43.9 10.6 
1893 42.9 10.6 
1894 41. 7 10.5 
1895 40.7 10.4 
1896 38.8 10.3 
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1897 36.7 10.1 
1898 34.4 9.9 
1899 32.5 9. 7 
1900 31. 2 9.6 
1901 31. 3 9.6 
1902 31. 7 9.5 
1903 31. 3 9.5 
1904 30.4 9.4 
1905 29.5 9.2 
1906 28.6 9.1 
1907 27.8 9.0 
1908 28.0 9.1 
1909 27.8 9.1 
1910 27.7 9.1 
1911 27.1 9.0 
1912 26.4 8.8 
1913 26.4 8.8 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.30. 
*鉱山業，機械工業・手工業，商業，銀行，保険，鉄道と郵便を除く
交通部門を含む。
1877年から89年にかけて，経済全体に占める鉄道部門の資本ストックの
比率は， 11.0 (77年)， 11.8 (79年)， 11.8 (80年)， 11. 8 (81年)， 11. 9 (82 
年)， 11. 7 (85年)， 11.3 (88年)， 11. 1 (89年)，となっており， 11パーセ
ントの水準で推移している。とりわけ1879年から1885年にかけてドイツ経
済全体で投下された資本のうち約12パーセントが，毎年鉄道部門に投資さ
れたことが理解で、きる(6)このように鉄道部門は，他の部門と比較して大き
な資本蓄積を有していた，と言える。
4. 純投資
次に，資本ストックの増分から資本減耗を差し引L、た純投資を指標とす
ることで鉄道部門の発展がより明白になる。
表n-13から， ドイツ鉄道の純投資額は， 1841年の2250万マルクから
(6) Ebenda， S.34. 
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表I-13 ドイツ鉄道の純投資額(1841-1879年)
(単位:百万マルク)
年 純投資額
1841 22.5 
1850 40.9 
1860 240.5 
1870 319.8 
1879 491. 6 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.31. 
表I-14 経済全体に占める鉄道部門の純投資の比率
(1851-1879年単位:パーセント)
年 経済全体に占める比率
1851-54 11. 9 
1851-59 19.7 
1860-64 11. 8 
1865-69 17.5 
1870-74 18.6 
1875-79 25.8 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.34. 
1850年に4090万マルクへ増加し， 1860年2龍4050万マルク， 1870年3憶
1980万マルク， 1879年に4億9160万マルクに達している。
ドイツ鉄道部門の純投資の増加率は， 1841-50年に1.82倍， 1850-60年
5.89倍， 1860ー 70年1.33倍， 1870一79年1.54倍であった。
表I-14から，経済全体に占める鉄道部門の純投資の比率が明らかにな
る。1851-54年に11.9パーセント， 1855-59年19.7パーセントへと上昇し，
1860-64年には11.8パーセント， 1865-69年17.5パーセント， 1870-74年
18.6パーセント， 1875-79年には25.8パーセントに達している。
このように1875-79年の時点で経済全体の純投資の4分の 1を鉄道部門
が占めるほどになり，鉄道部門の成長をうかがわせる。
(7) Ebenda， S.34. 
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5. 付加価値
最後に，純投資によって生み出される付加価値を検討する。
表ll-15は， 1840-1879年の聞のドイツ鉄道の付加価値を示している。
ドイツ全体でみれば， 1840年に229万マルクの付加価値を生み出しており，
1850年4818万マルク， 1860年 1億7321万マルク， 1870年 3億9784万マルク，
1879年に 6億8893万マルクに達している。
付加価値の増加率は， 1840-50年に21倍， 1850-60年3.59倍， 1860-70 
年2.29倍， 1870-79年1.73倍の伸び率を示した。
表ll-16は， 1850年以降の経済全体に占めるドイツの鉄道部門の比率を
表TI-15 ドイツ鉄道の付加価値額
(1840-1879年)
(単位:百万マルク)
年 付加価値額
1840 2.29 
1850 48.18 
1860 173.21 
1870 397.84 
1879 688.93 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.27. 
表TI-16 経済全体に占める鉄道部門の付加価値の比率(1850-1879年)
(単位:パーセント)
鉄道経営 鉄道建設と経営
年
経済全体に占める比率 経済全体に占める比率
1850-54 1.2 1.8 
1855-59 1.8 2.7 
1860-64 2.6 3.3 
1865-69 3.3 4.5 
1870一74 3.9 5.7 
1875ー 79 4.7 6.5 
出所;Fremdling， a.a. 0.， S.26. 
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表わしている。
経済全体に占める鉄道部門の付加価値の比率は，年々増加の傾向をたど
っている。その比率は，鉄道部門の中に建設と経営の双方を含めた場合，
1850-54年の1.8パーセントから55-59年2.7パーセント，60-64年3.3パー
セント， 65-69年4.5パーセント， 70-74年5.7パーセント， 75-79年には
6.5パーセントに増大している。
鉄道部門が絶頂期である1875-79年の比率が6.5パーセントであり，こ
れをイギリス産業革命の先導部門とされる木綿工業の絶頂期(1812年)の
比率7-8パーセントと比較すれば，やや見劣りするものの，かなりの比
率の高さを示している。
また鉄道経営のみの場合でも経済全体に占める鉄道部門の付加価値の比
率は， 1875-79年で4.7パーセントに達している。
以上の如く，経済全体に占める，貨物輸送，旅客輸送，就業人口，資本
ストック，純投資，付加価値の指標の比率が増大していることは，鉄道部
門の成長を測る目やすのひとつと言えるであろう。
このように第E章では，鉄道部門の成長をフレムトリンクの具体的な数
量データにもとづきながら検討してきた。
以下次号において，第 I章の理論的枠組みを踏えた上で，鉄道部門の誘
発機構としての経済効果を，前方・後方連関効果を中心に考察してゆき，
鉄道部門がドイツの経済発展の先導部門になりうるかどうか，を検討して
ゆく。
(8) Ebenda， S.26. 
(9) De叩 e，Ph. and Habakkak， H. ].，The Take-O妊inBritain， inThe Economi;ωof 
Take-Off into Sustained Growth， edited by W. W. Rostow， London， 1963， p.70. 
